
参考資料∃  
1 保育所職員に求められる資質・能力  

職種の専門性  
（知識・技術・技能）   

・保育士の専門性   

・看護師の専門性  

（保健師）   

・調理・栄養士の専門性  

保育所職員の専門性  

（運営管理職員）  

（指導的職員）  

（中堅職員）  

（新任職員）   

⑤ 組織活動の遂行   

⑥ コミュニケーション   

⑦ チームワークと  
リーダー シップ   

⑧ 問題解決と課題形成   

⑨ 人材育成  

憲法   

児童福祉法  

社会福祉法   

保育所保育指針   

子どもの権利条約   

児童の虐待防止等  
に関する法律  

保育者共通の専門性   

① 児童福祉の基本理念   

② 保育マインド   

③ 保育サービスの動向   

④ サービス実践の  
基本原則  

2 保育所研修の枠組み  
・社会人、職業人として   

・保育者、福祉職として   

・保育制度   

・保育ニーズ  

基本的視点  

（彰 基礎的研修  

今日的課題  

・保育理論   

・福祉理論   

・保育内容  ② 専門的研修  

・保育技術  

・運営管理   

・人材育成   

③ リーダー研修  一 管理・指導  

※出典：保育者の研修体系（横浜市保育運営課）  



医老衰嘉可  

組織の教育と研修の基本姿勢  

新任者・パート・  

非常勤・一般職員等  

「組織としてやるべきこと」と「職員のやりたいこと」との と課題を提示して共同歩調をとらせる工夫がいるでしょう。  

調整は、本来は園長から強し1られるものではなく、職員が 「してほしいこと」だけを求める姿勢では、本人のやる気と  

その必要性を自らの意志と意欲で、その二つを統合してい 意欲を維持していくことは難しいものです。  

くことが理想でしょう。そのためにも、園長は組織の現状  

研修を受けることが目的化しないように＜PDCAと5WIH＞  

DO  
研修を実施  PLANト  

研修を計画  

What  Who  ＼  
CHECK  

研修の評価  

When  

Wh占re  Why  

誰が受けるのか、  
誰が適任か  

いつするのか、  
どこでするのか  

成果は見込めるか。  

成果はあったか？  

誰が研修を  
するのか  

＼ ACT旧N  
研修の計画を改善  

実習生受入れについての意義とマニュアル例  

第1段階（礼儀などの躾・行動の習慣作り）  

1・声が出るように  

2・表情や、笑顔がでるように  

3・立ったときの姿勢が評価できるように  

4・整理整頓ができるように  

5・履き物をそろえる、椅子を入れることができる  

ように  

6・返事、挨拶、感謝、祝福、謝罪が言えるように  

7・受身でなく能動的な言動になるように  

第2段鱒（思考力・理解力・表現力）  

1・漢字が読める  

2・足し算、割り算等、小学校の3年、4年の基礎作り  

3・言語明瞭、5WIHでの説明ができるように  

4・メモをとっての確認、聞いたことを復唱する  

5・声を出して本や、書面を読む  

6・感想文、報告書、作文を書く  

社会福祉法人顕真会マニュアルから資料抜粋  

保育所の新一第三者評価の読み方・受け方（小笠原文孝、小出正治2006年 フレーベル館）から抜粋   



保育所の新・第三者評価の読み方一受け方（小笠原文孝、小出正治2006年 フレーベル館）から抜粋   



平成13年にスタートした福祉サービスの第≡書評価事業は、地方自治体、サービス種別  

協議会、評価機関などによって積極的な取組が進められてきました。  

〈社会福祉法第78条〉  

社会福祉事業の経営者は、  

自らその提供する福祉サー  

ビスの評価を行うことその  

他の措置を講ずることによ  

り、常に福祉サービスを受  

ける者の立場に立って良質  

かつ適切な福祉サービスを  

提供するよう努めなければ  

ならない。   

1．サービスの贅の向上  

社会福祉法第78条に定められているとおり、社会福祉事業の経営   

者は、常に福祉サービス利用者の立場に立って良質かつ達切なサービ  

スを提供するよう努めなければなりません。  

第三者評価事業は、客観的・専門的な評価を受けることで事業者自   

らが個々の抱える課題を具体的に把握し、サービスの質の向上へ向け  

て取り組むための支援を日的とします。  

之．利用竜への囁報提供  

評価結果を公表することにより、利用者が自分のニーズに適した   

事業者を選択するために有効な情報を提供します。  

これまでの成果を踏まえた上で、地域やサービス種別などによって評価内容に大きな開きが  

出ないよう、全国的に一定の評価水準を確保した第三者評価事業へと移行しています。そのた  

め、国と地方自治体による福祉サービス第三者評価事業の推進体制ガ整備されています。  

【推進体制の概要】   

◎国は、評価機関の認証、評価基準と手法、評価調査者養成、評価結果の公表等についてガイドラインを   

作成しました。（平成16年5月7日厚生労働省発「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」）   

◎各都道府県に第三者評価事業の推進組織が、各都道府県に1組織設置されます。  

＊設置状況については、最終ページをご覧ください。   

◎都道府県の推進組織は、国のガイドラインをふまえ、それぞれの地域性や福祉の状況を考慮した   

評価事業を、次のように具体的に推進していきます。   

1．評価機関の認証を行います。  

2．評価調査者養成研修を実施し、評価調査者の育成を行います。   

3．評価基準・評価手法についての検討、策定、見直しを行います。  

4．評価結果を公表します。   

5．第三者評価事業に関する普及・啓発活動や、相談・苦情への対応を行います。   

◎全国社会福祉協議会は、評価事業普及協議会と評価基準等委員会を設置し、都道府県の推進組織の   

活動を支援していきます。  ＊詳しい内容は次ページの図をご覧ください。   



福祉智喝ビス誇≡竜評価事業の地う遺体制  
く緯三者評価基準ガイドラインの構成〉   

‥－－｛●：‾－い  

箋三者評価基準ガイドラインは、「福祉サービス第  
三者評価基準ガイドライン」（全55項目）と、施設種  
別のサービュ内容を評価する「福祉サービュ内容評価  
基準ガイドライン」ガ、それぞれ下記のとぉり策定さ  
れています。   
これらのガイドラインをふまえて、各都道府県推進  

組織は、実際に使用する第三者評価基準を整備するこ  
ととしています。  

都 道 府 県  厚 生 労 働 省  

助成・助言  助成・助言  

都道府県掩進組織  全国社会福祉協議会  

都道府県、都道府県社会福祉協議会、公益法人  

又ほ都道府県ガ適当と認める匡体とする  

全国社会福祉協議会lこ評価事業普及協議会及び  
評価墨準等委員会を設置   

以下の業務を実施   

○那道府県推進組矧こ関するガイドラインの  
策定・更新に関すること   

○福祉サービス第三者評価機関認証ガイドラ  
インの策定・更新に関すること   

○福祉サービス第三者評価基準ガイドライン  
の策定・更新に関すること   

○福祉サービス第三者評価結果の公表刀イド  
ラインの策定・更新に関すること   

○評一面調査者糞成研修等モデルカリキュラム  
の作成・更新その他評価調査者養成研修に  

関すること   

○福祉サービス第≡書評価事業の普及讐矧こ  
関すること   

○その他福祉サービス第三者評価事業の推進  
に関すること  

者評価機関  

○第三者評価機関の認証  

○第≡書評価事業に関する苦情等への対応  

○その他第三者評価事業の推進  

剰某育所版、児章入所施設畑、障害者・児施設版、それ以外   
の施設種別版（計4種規）ガ策定されています。  

評価対象   評 価  分 類   

1理念・基本方針  
Ⅰ・福祉サービスの      2 計画の策定  

基本方針と組織         3 管理者の責任とリーダーシップ   

1経営状況の把握  

2 人材の確保・養成  
Ⅱ・組織の運営管理         3 安全管理  

4 地域との交流と連携   

1利用者本位の福祉サーピコ  

Ⅲ・適切な福祉サービス  

の実施  3 サービスの開始・継続  
4 サービス実施計画の策定   

書評価基準等委員会  

○評価調査書喜成研修及び評価調査者継続研   
修の実施  

○第三者評価事業に関する情報公開及び普   
及啓発  

○第三者評価基準及び第三者評価の手法の策   
定・更新  

○第三者評価結果の公表等  

情報の提供  情報の提供  

WAM N E T（第≡書評価事業に関する情報の掲載）  
※上記のガイドラインに加えて、個々の施設種別の具体的な   
サービュ内容を評価することガ重要であるとの考え方に基   
づき、策定されました。  

※保育所版、児童養護施設版、母子生活支援施設版、乳児院   
版、障害者・児施設版（計5憧莱頁）ガ策定されています。  

情報の利用  音情紳り用  

利  用  者     家  族   

種  別  項目数  評 価 分 類   

A－1子どもの発達援助  

保 育 所  34      A－2 子育て支援  

A－3 安全・事故防止   

A1利用者の尊重  

児童養護施設  団      A2 日常生活支援サービス   

A－1利用者の尊重  
母子生活支援施設  28      A－2 日常生活支援サービス   

A－1日常生活支援サービス  
乳 児 院  田      A－2 利用者の尊重   

A－1利用者の尊重  
障害者・児施設  26      A－2 日常生活支援  

第三者評価の専門性を確保するために、評  

価調査者は都道府県推進組織が実施する養成  

研修を修了する必要があります。養成研修で  

は第三者評価の基礎知識、分野別の課題、演  

習、実習克どのカリキュラムが組まれます。  

また養成研修修了者に対しては、引き続き評  

価調査者継続研修が実施され、事例研究や演  

習などで評価調査者のスキルアップをめざし  

ていきます。  

都道府県推進組織が認証要件を策定し認証  

を行います。 認証は評価機関に【定の水準  

を求めて行われる看ので、独自の活動を制約  

する毛のではありません。国のガイドライン  

では、法人格、評価調査者についての要件、  

苦情対応体制の整備などの認証要件が示され  

ています。  

各都道府県で実際に第三者評価事業の推進  

を担う組織です。国のガイドラインをふまえ  

た上で、地t或の特性克どを考慮した活動を行  

います。   

都道府県、都道府県社会福祉協議会、公益  

法人、都道府県が適当と認める団体のいずれ  

かによって設置されます。 平成18年3月現  

在、39の都道府県が既に推進組織を設置し  

ています。  



匪室夏蚕司  

学校評価の方法  
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大学や教育研究機関の職員、学識経験者等、当該学校に直接関わりをもたない専門家が客観的に学  

校を評価することを「第三者評価」と呼びます。この「第三者評価」の在り方について、我が国でも  

研究、検討を進めます。   

なお、イギリスなど全国的な第三者評価の仕組みが導入されている国や、すでに日本で先進的に取  

り組んでし、る地方自治体もあります。   



学校評僧臆よる椚流浪骨ぜ夢飽  

児童生徒の状況や  

保護者・地域のニー  

ズなどを的確に把  

握しましよう  ◆中期と単年度の目標を、できる   

だけ明確かつ具体的に設定しま   

す。  

◆前年度の現善方策等を次年度   

の目標設定に反映させます。  

◆目標はできるだけ重点化します。  

J  
t′  

′→、  

◆学校は、評価結果に示された   

改善方策に基づき、教育活動   

等の改善を行います。  

◆設置者等は、学校の状況を把   

握し、学校に対する支援や条   

件整備等の改善を行いま観  
整理します。  

■  

ノ  
，・～   

ぜ  積極的な  

情報提供を  

■しましよう  

◆児童生徒、保護者、地域住民から寄せられ   

た意見や要望、アンケート結果も活用します。  

◆収集した事例や予め設定した指標を用いて、   

目標の達成状況や達成に向けた取組の状   

況を把握・整理して評価します。【自己評価】  

◆評価結果は、自己評価書にまとめ、学校便   

りやホームページヘの掲載などにより、広   

く説日月・公表します。  

◆設置者は、外部評価委員会を設置し、外部   

評価委員会は、自己評価が適切かどうか   

などを評価します。【外部評価】  
′                             ′、′  

丸   


